
１　提出書類

(1) 新潟市障がい者雇用企業認定事業　登録申請書・障がい者雇用状況計算書（別記様式第１号）

「３　登録申請書及び計算書の入力方法」と記載例を参考に入力してください。

(2) 雇用している障がい者全員の「雇用保険被保険者資格取得確認通知書（事業主通知用）」の写し

※

・

・ 直近、2～3か月分の勤務表（出勤簿）の写し

２　提出方法
・ 新潟市オンライン申請システム（e-NIIGATA）より、提出書類をアップロードしてください。

・

・

３　登録申請書及び計算書の入力方法

【障がい者雇用状況計算書（別記様式第１号 裏面）】

まず、裏面の『障がい者雇用状況計算書』から入力してください。

染色セル のみ入力してください。

■「申請する事業所（支店、店舗単位）における従業員の雇用状況」欄

■「申請する事業所（支店、店舗単位）における障がい者の雇用状況」欄
・

・

③算定基礎労働者数

②短時間労働者

①常用雇用労働者

・企業全体ではなく、事業所や店舗単位となります。
・障がい者を含む、すべての従業員が対象です。
・１週間の所定労働時間が20時間以上、かつ１年を超えて雇用される（見込み含
む）従業員が対象です。

１週間の所定労働時間が20時間以上、かつ１年を超えて雇用される（見込み含
む）従業員の実人数を入力してください。

１週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満、かつ１年を超えて雇用される
（見込み含む）従業員の実人数を入力してください。なお、特定短時間労働者は
除きます。

自動計算されるため入力不要です。

対象の従業員

登録申請時の注意事項

１週間の所定労働時間が20時間未満の労働者（雇用保険非加入者）については、上記書類に代えて、下記
いずれかの書類をご提出願います。なお、下記書類いずれの場合も勤務開始年月日（※）を記載願います。

雇用期間の定めのある従業員で、雇用期間が反復更新されて、事実上、雇用期間の定めのない従業員
と同様の状態にある場合は、最初に雇用した年月日を記載してください。
例：R7.4.1～R7.9.30の6か月間雇用後に更新され、R7.10.1～R8.3.31まで雇用された場合
　　→「勤務開始年月日はR7.4.1」等と記載してください。

勤務形態が確認できる書類の写し（労働条件通知書、雇入通知書等）

当システムを初めて使用する場合は、新規登録が必要です。新規登録済みの場合でログインIDとパスワードを忘
れてしまった場合は、当課でお調べすることはできません。パスワード等を忘れた場合は、ログイン画面に表示さ
れる「パスワードを忘れた方はこちら」から、再設定手続きを行ってください。その他、申請システムの操作方法等
でご不明な点がある場合は、申請システムの「よくあるご質問」をご確認願います。

・3級に該当する障がいが1つのみ
・4～6級
・7級に該当する障がいを2以上重複して有
している

⑤～⑨、⑪～⑮、⑰～⑲、㉑～㉒について、下表を参考に該当する障がい者の実人数を入力してください。

精神障害者保健福祉手帳所持者（重度・重度以外の区分なし）

重度 重度以外

身体障がい者
※身体障害者手帳
所持者のみ

・1級、2級
・3級に該当する障がいを2以上重複して有
している

知的障がい者

難病等で障がいがある方（重度・重度以外の区分なし）

特定短時間労働者
・１週間の所定労働時間が10時間以上20時間未満、かつ１年を超えて雇用される（見込
み含む）、障がい（身体・知的・精神）のある従業員です。
・特定短時間労働者は、重度・重度以外の区分は不要です。

・療育手帳で程度がA
・療育手帳A相当程度とする判定書がある、
または障害者職業センターより重度と判定
された方

・療育手帳で程度がB
・児童相談所等より知的障がい者と判定さ
れた方

精神障がい者

提出書類(2)のオンライン提出が困難な場合は、郵送又は窓口提出が可能ですが、提出書類(1)はオンライン提出
のみとなります。

④、⑩、⑯、⑳、㉓、㉔は、自動計算されるため入力不要です。

難病等



【新潟市障がい者雇用企業認定事業　登録申請書（別記様式第１号 表面）】

次に、表面の『新潟市障がい者雇用企業認定事業　登録申請書』を入力してください。

染色セル のみ入力してください。

申請する事業所の雇用状況
「障がいのある人の業務」欄のみ入力してください。それ以外の項目は、計算書から自動
入力されるため、入力不要です。

認定基準の確認
該当する□を☑に変更してください。
実習等の受け入れを行った場合は、(1)について、「期間」と「実習依頼元」を入力してくだ
さい。

代表者名 役職名、及び代表者名を入力してください。

申請する事業所の概要

企業全体ではなく、支店・営業所・店舗等の単位となります。
「担当者」欄は、代表者ではなく、書類作成担当者様について入力願います（内容に不
備がある場合、市職員から書類作成担当者様へご連絡する場合がありますので、回答が
可能な方の情報を入力願います）。

申請回数 不明の場合は、空欄で結構です。

提出年月日(右上) 実際の提出年月日を入力してください。



別記様式第１号（第３条関係）
年 月 日

　　(宛先）新潟市長

事業所の名称

代表者名

〒

人 人

人 人

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

氏名

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
担当者

所属

電話番号

総務部総務課

025-○○○-○○○○

申請する事業所（支店、営業所、店舗等の単位）の概要

業種

株式会社○○

食品製造業

新潟市中央区○○○○

店舗・支店名 本社工場

○○○ー○○○○
所在地

事業所名

新潟　一郎

yyy@○○.○○.○○

新潟市障がい者雇用企業認定事業への申請回数・・・（ 3 　）回目の申請

令和8 7 1

新潟市障がい者雇用企業認定事業　登録申請書

　新潟市障がい者雇用企業認定事業実施要綱第３条に基づき、次のとおり申請します。なお、この申
請書及び添付資料の内容については、事実と相違ないことを宣誓します。

代表取締役　新潟　太郎

株式会社○○

【記載例】

知的障がい(⑪+⑫+⑬+⑭+⑮)

6

2

申請する事業所（支店、営業所、店舗等の単位）の雇用状況 ※裏面「障がい者雇用状況計算書」より

常用雇用労働者数

障がい者数

障がい者雇用率

障がいのある人の業務

(2)障がい者雇用への積極性

(1)障がいのある人への理解

（①+②） 人150

清掃・仕分け

認定基準の確認（該当する項目に✓をし、具体的に記入をしてください）

精神障がい(⑰+⑱+⑲)

難病等(㉑+㉒)

7

2

㉔ 12.40 ％

身体障がい(⑤+⑥+⑦+⑧+⑨)

障がい者を雇用している（申請時）

障がい者の実習等の受け入れを行った（過去１年間）

上記２つの項目に該当するものがない

期間：

実習依頼元：

R7.9.1～R7.12.20

○○センター

従業員37.5人以上で、雇用率2.7％を達成している（申請時）

従業員19.0人以上37.5人未満で１人以上、

または従業員19.0人未満で0.5人以上雇用している（申請時）

雇用率2.7％には達していないが、

前年度比１名以上の雇用を実施した（過去１年間）

上記３つの項目に該当するものがない

(3)雇用の継続・維持

３年以上継続して雇用している障がい者がいる

１年以上３年未満の雇用の継続をしている障がい者がいる

上記２つの項目に該当するものがない

役職名も記載願います

自動計算のため

入力不要

不明の場合は空欄



別記様式第１号（第３条関係）　　裏面

年 月 日 現在

人

人

人

計 人

人

人

人

人

人

計 人

人

人

人

人

人

計 人

人

人

人

計 人

人

人

人

％

(1)

(2)

(3)

障がい者雇用状況計算書

令和8 7 1

申請する事業所（支店、店舗単位）における従業員の雇用状況

【記載例】

申請する事業所（支店、店舗単位）における障がい者の雇用状況

6

1常用

短時間

100

50

125

①常用雇用労働者（短時間労働者を除く）

②短時間労働者

③障がい者雇用率の算定基礎労働者数

※(⑪×2)＋⑫＋⑬＋(⑭×0.5)

※①＋(②×0.5)

※(⑤×2)＋⑥＋⑦＋(⑧×0.5)④身体障がい者

※㉑＋(㉒×0.5)

＋(⑮×0.5)

※⑰＋⑱＋(⑲×0.5)

＋(⑨×0.5)

常用

⑩知的障がい者 1.5

⑤重度

⑥重度以外

⑦重度

⑧重度以外

1

1

1⑨特定短時間労働者

2

短時間 ⑬重度 1

⑭重度以外 1

1

1.5

⑮特定短時間労働者 0

⑯精神障がい者 6.5

⑰常用 5

⑪重度 0

⑫重度以外 0

1

15.5㉓合計人数

㉔雇用率 12.40

⑲特定短時間労働者 1

⑳難病等による障がい者

㉑常用 1

㉒短時間

⑱短時間

※④＋⑩＋⑯＋⑳

※㉓÷③×100

「常用雇用労働者」とは、１週間の所定労働時間が２０時間以上で、１年を超えて雇用される見
込みがある、または１年を超えて雇用されている労働者のことをいう。

「短時間労働者」とは、常用雇用労働者のうち、１週間の所定労働時間が３０時間未満の者のこ
とをいう。

「特定短時間労働者」とは、１週間の所定労働時間が１０時間以上２０時間未満の重度身体障が
い者、重度知的障がい者及び精神障がい者のことをいう。

小数点以下第三位四捨五入

※自動計算のため入力不要



別記様式第９号（第５条関係）

年 月 日

　　(宛先）新潟市長

事業所の名称

代表者名

店舗・支店名

年 月

登録番号

変更事項

変更前

　登録事項に変更があったので、新潟市障がい者雇用企業認定事業実施要綱第５条に基づき、下
記のとおり届け出ます。

令和8 7 1

新潟市障がい者雇用企業認定事業　変更届

株式会社▲▲

代表取締役　新潟　太郎

第◯◯号

【記載例】

変更後 株式会社▲▲

本社工場

変更年月日

事業所の名称

4令和8 日1

株式会社▲▲

事業所の名称

株式会社◯◯

変更後の内容

「新潟市障がい者雇用企業認定事業 登

録審査結果通知書」に記載されている登

録番号です。不明の場合は空欄。

該当するものを選択してください。

・事業所の名称

・事業所の所在地

・認定を受けた内容



別記様式第１０号（第６条関係）

年 月 日

　　(宛先）新潟市長

事業所の名称

代表者名 代表取締役　新潟　太郎

令和8 7 1

新潟市障がい者雇用企業認定事業　プレート再交付申請書

株式会社◯◯

【記載例】

　障がい者雇用企業のプレートの再交付について、新潟市障がい者雇用企業認定事業実施要綱第
６条に基づき、下記のとおり申請します。

登録番号 第◯◯号

店舗・支店名 本社工場

（理由を具体的に記載してください。）

新潟市中央区○○○○

代表取締役　新潟　太郎

再交付申請の理由

紛失したため。

障がい者雇用企業
事業者名簿

事業所の名称

代表者名

所在地

株式会社◯◯

プレートは、１企業に対して１枚のみの交付です。「複数枚交付

してほしい」等の理由で再交付することはできません。


